東日本大震災に係る義援金等の寄附金税額控除の取扱いについて
　　東日本大震災被災地の自治体への義援金や寄附金、又は日本赤十字社や中央共同募金会等、被災地方団体の救援を目的として募金活動を行っている団体に対する義援金は、「ふるさと寄附金」として控除を受けることができます。
	　ふるさと寄附金の対象となる義援金等
	募金団体に対する義援金等が、最終的に被災地方団体又は特定の義援金配分委員会等に拠出されることが新聞記事、募金要綱は募金趣意書等で明らかにされている義援金

	必要書類


	次のいずれかの書類が必要となります。

●自治体が当該納税者に発行した受領書

●募金団体から交付される受領証又は預り証

●振込依頼書の控え又は郵便振替の半券（ともに原本に限る。）及びそれに記載された口座が義援金などの専用口座であることが確認できる新聞記事・募金要綱等の写し

※募金団体が日本赤十字社又は中央共同募金会の場合は振込依頼書の控え又は郵便振替の半券のみで可

●新聞社等が募金団体である場合、寄付者の住所・氏名・寄付金額が記載された新聞記事等


詳しくは、以下のページをご覧ください。

●総務省『ふるさと寄附金など個人住民税の寄附金税制』（外部リンク）
なお、所得税においても控除を受けることができます。詳しくは以下のページをご覧ください。
　●国税庁『東日本大震災関連の国税庁からのお知らせ』（外部リンク）
























































































































